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資料編  

市民アンケート調査 

①調査の概要 

市民の情報化やデジタル利活用へのニーズを把握するため、アンケート調査を行った。郵送で調査

票を配布し、回収は郵送とWebで行っている。調査の概要は以下の通りであり、合計で 484票を回

収した。 

図表 アンケート調査の概要 

調査方法 ⚫ 郵送による調査票送付、郵送による返送とWeb回収を併用 

⚫ 2022年 11月 7日に発送、11月 21日に締め切り 

サンプル数 ⚫ 住基台帳からのランダムサンプリングで 1500サンプルを抽出 

⚫ 18歳～70歳の市内在住者を対象 

回収状況 ⚫ 484件（郵送 322、Web162）、回収率 32.2% 

 

②市民の ICT利用状況 

回答者の約 95%がスマートフォンを利用しており、「今後も利用したい」を含めると 98.1%がスマ

ートフォン利用者になる。従来型の携帯電話（いわゆるガラケー）は、9.4%が利用している。また、

パソコンは 63.6%、タブレット端末も 42.5%が利用している。 

 

図表 ICT機器の利用状況 

 

 

ICT機器の利用状況を、スマートフォンとタブレット端末、パソコンについて年齢別の集計を行う

と、10代～40代でのスマートフォン利用率が目立っている。タブレット端末は 20代から 50代で４

～5割の利用率ということが分かる。 
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また、パソコンは 40代以上の利用も多くなっており、60代の 53.9%がパソコンを利用している。 

 

図表 ICT機器の利用状況（年齢別集計・抜粋） 

 

*選択肢によって回答母数（n）が異なる。グラフ中の nはスマートフォンの nを表す。 

その他の n数は以下の通りである。 

タブレット端末：全体 384、10代 35、20代 46、30代 76、40代 77、50代 75、60代 75 

パソコン：全体 407、10代 35、20代 48、30代 74、40代 78、50代 83、60代 89 

 

SNSの利用も含めたインターネットの利用状況は、回答者の 83.1%が毎日利用しており、「数日に

一度」と「時々」を含めると 92.9%が利用している。「利用したいと思わない」は 4.2%と少ない。 

 

図表 インターネットの利用状況 
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年代別に見ると、60代での利用率がやや低くなっている。「毎日必ず利用・数日に一度は利用・時々

利用」を「利用している」にまとめた場合、60歳代では利用者が 83.1%と 90%台を割り込んでいる。

また、「利用したくない」が 9.7%となっている。 

 

図表 インターネットの利用状況（年齢別） 

 

 

SNSの利用状況は、すべての世代で「LINE」がほぼ 100%の利用率となっている。世代的な傾向

では、Twitterと Instagramは 20代と 30代での利用は多いものの、他の世代では利用率が下がる。

Facebookは 30 代と 40代での利用率がやや高い。YouTubeは LINE に次ぐ利用率となっており、

幅広い世代で利用されているが、60代での利用率は半数以下となっている。また、60代では LINE

と YouTube以外の SNSはあまり利用されていない。 

なお、総務省が実施した「2020年度情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査」では、

2020年度の LINEの利用率は 90.3%、YouTubeは 85.2%、Instagramは 42.3%、Twitterは 42.3%、

Facebookは 31.9%であった。LINEと YouTubeの利用率が Twitter・Instagramより高いのは南城

市での調査と同じ傾向である。 
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図表 SNSの利用状況 

 

 

③南城市の満足度 

「医療・健康」や「介護・福祉」など様々な分野に対する満足度について質問したところ、「住み

やすさ・便利さ」や「文化・芸術」、「地域とのつながり」は満足度が高いことが示された。逆に不満

度が高い分野は「交通（合計 43.4%）」、「市内での雇用・仕事（合計 37.4%）」、「自然災害（合計 28.5%）」

である。 

特に交通分野では半数近くが不満を感じており、「やや不満」と「不満」の傾向を分析すると年齢

層では 10〜20代の若年層での不満が高い。また、通勤通学先では市外に通勤・通学している人の不

満が最も高いが、通勤通学をしていない人でも交通関連の不満が高いことがわかる。さらに、転居意

向別に見ると、「住み続けたいが転居すると思う」「転居すると思う」の市外への流出可能性が高い層

の不満が目立つ結果となった。 
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図表 南城市の満足度 

 

 

図表 「交通分野」の不満（年齢別）        図表 「交通分野」の不満（通勤通学先別） 

 

図表 「交通分野」の不満（転居意向別） 
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④電子的な行政サービスの利用状況 

現時点で南城市が提供している電子的な行政サービスのうち、利用率が高いサービスは、「公式ホ

ームページ（36.5%）」、「証明書のコンビニ交付（31.6%）」である。両者とも認知度も高く、半数近

くが「知っている」と回答している。 

「Nバス検索サイト」は「知っているが利用していない」が 50.3%と認知度は最も高いものの、利

用している人が 9.3%に止まっている。「申請書ダウンロード」や「公共施設予約システム」も認知度

はそれぞれ 38.9%であり、今後の利用者増加が期待できる。 

認知度が低かったサービスは、「南城市公共Wi-Fi（64.0%）」と「南城市電子図書館（62.2%）」で

あり、それぞれ 60%以上が「知らない」と回答している。利用率は「南城市公共Wi-Fi」が 7.0%、

「南城市電子図書館」が 3.4%であり、利用率を高めるためには認知度の向上が必要である。 

 

図表 電子的な行政サービスの利用状況 
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年齢別に特徴的な傾向があるサービスは、まず「南城市公式 SNS」である。本来、SNSは若年層

の利用率が高くなっているが、「南城市公式 SNS」は 10代と 20代の認知度が低い。むしろ 40代や

60代に知られているサービスとなっている。利用率を高めるためには、SNSをよく利用するであろ

う若年層へのアプローチが必要である。 

 

図表 「南城市公式 SNS」の年齢別利用状況 

 

*クロス集計は不明・無回答を除くため、一部数値が異なる 

 

認知度が高い「コンビニ交付」を見ると、20代と 40代、50代での利用が目立つ。年齢層が上が

ると認知度も高くなっているが証明書交付を必要とする世代が高年齢層であるためと考えられる。 

 

図表 「コンビニ交付」の年齢別利用状況 
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同様に認知度が高い「Nバス検索サイト」を見ると、10代の利用が 22.9%と目立つ。40代以上は

50%以上、特に 60代では 60.3%に認知はされているが、あまり利用されていない結果となった。 

 

図表 「Nバス検索サイト」の年齢別利用状況 

 

 

⑤デジタル化を進める分野 

デジタル化を進めるべき分野としては、「行政サービス分野（62.1%）」、「防災防犯分野（58.3%）」、

「介護・福祉分野（57.6%）」、「交通分野（56.7%）」、「健康・医療関連分野（52.0%）」、「学校教育分

野（50.2%）」の順で 50%を超える結果となった。生活に密接に関連する分野でのデジタル利活用へ

の期待が大きく、観光や第一次産業等の産業分野はやや優先度が低く評価されている。 
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図表 デジタル化を進めるべき分野（上位３分野） 

 

 

また、「選択した中で１位から３位まで順位づけ」をしたところ、１位分野は全体と同様に「行政

サービス分野（16.2%）」であるが、次いで「健康・医療関連分野（14.3%）」、「子育て分野（11.0%）」、

「介護・福祉分野（9.9%）」と若干変動している。健康や医療、福祉、子育て等さらに生活に密着し

た分野でのデジタル活用が期待されていると言える。 

 

図表 デジタル化を進めるべき分野（1位分野） 
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２位の分野では、「学校教育分野（14.5%）」が「介護福祉分野（14.5%）」と並んで最も回答が多く

なった。次いで「行政サービス分野（11.4%）」、「防災防犯分野（10.5%）」、「交通分野（9.8%）」と全

体の数値と同様の順位となっている。 

 

図表 デジタル化を進めるべき分野（2位分野） 

 

 

３位の分野も同様の傾向がみられるが、６番目の「買い物支援分野（7.8%）」がやや上位にランク

されており、利便性向上に対する期待の一つと考えられる。 

 

図表 デジタル化を進めるべき分野（３位分野） 
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年齢別に見た傾向としては、40 代以降では「介護・福祉分野」や「交通分野」への期待が強い。

特に 60代では「防災防犯分野」と「介護・福祉分野」でのデジタル活用が期待されている。一方で

若年層では、10代で「学校教育分野」と「観光関連分野」が高くなっていることに加え、「第二次・

三次産業分野」など産業に関連する分野が比較的高い傾向にある。 

 

図表 デジタル化を進めるべき分野（上位３分野・年齢別） 

 

（60%以上を強調表示） 

 

転居意向別に見ると、「住み続けたいが転居する」と「転居する」層では「行政サービス分野（74.2%、

80.0%））」や「交通分野（61.3%、50.0%）」でのデジタル化ニーズが高くなっている。現状の不満を

デジタルで解消してほしいとの意向が表れていると考えられる。また、多数を占める「住み続けると

思う」層においても「防災防犯分野（64.0%）」や「介護・福祉分野（63.1%）」でのデジタル利活用

ニーズが高い。これらの分野における、さらなる向上が期待されていると思われる。 

 

 

 

 

健康・医療関連分野 観光関連分野 第一次産業分野 第二次・三次産業分野 行政サービス分野

全体(n=444) 51.8                      45.9                      31.1                      27.7                      61.9                      

10代(n=33) 57.6                      66.7                      30.3                      39.4                      60.6                      

20代(n=48) 54.2                      54.2                      29.2                      33.3                      68.8                      

30代(n=77) 39.0                      50.6                      23.4                      20.8                      71.4                      

40代(n=80) 53.8                      46.3                      32.5                      26.3                      61.3                      

50代(n=98) 52.0                      37.8                      35.7                      24.5                      56.1                      

60代(n=108) 56.5                      39.8                      32.4                      30.6                      58.3                      

子育て分野 学校教育分野 防災防犯分野 介護・福祉分野 交通分野

全体(n=444) 47.3                      50.2                      58.3                      57.2                      56.5                      

10代(n=33) 54.5                      63.6                      51.5                      48.5                      51.5                      

20代(n=48) 47.9                      54.2                      47.9                      33.3                      58.3                      

30代(n=77) 58.4                      55.8                      57.1                      33.8                      45.5                      

40代(n=80) 53.8                      56.3                      62.5                      62.5                      63.7                      

50代(n=98) 39.8                      40.8                      56.1                      65.3                      59.2                      

60代(n=108) 38.9                      44.4                      64.8                      75.9                      57.4                      

地域コミュニティ分野
文化・芸術・スポー

ツ分野
物流・運送分野 買い物支援分野 環境・エネルギー分野

全体(n=444) 20.7                      28.6                      26.8                      42.3                      36.0                      

10代(n=33) 18.2                      33.3                      54.5                      51.5                      30.3                      

20代(n=48) 14.6                      29.2                      35.4                      45.8                      29.2                      

30代(n=77) 20.8                      22.1                      29.9                      53.2                      33.8                      

40代(n=80) 23.8                      36.3                      25.0                      43.8                      43.8                      

50代(n=98) 15.3                      24.5                      23.5                      39.8                      35.7                      

60代(n=108) 26.9                      29.6                      16.7                      31.5                      37.0                      



12 

 

図表 デジタル化を進めるべき分野（上位３分野・転居意向別） 

 

（60%以上を強調表示） 

 

  

健康・医療関連分野 観光関連分野 第一次産業分野 第二次・三次産業分野 行政サービス分野

全体(n=442) 51.8                             46.4                             31.0                             27.4                             61.8                             

住み続けると思う(n=317) 52.4                             45.7                             33.1                             27.4                             59.6                             

住み続けたいが転居すると思う(n=31) 51.6                             51.6                             25.8                             29.0                             74.2                             

転居すると思う(n=32) 43.3                             53.3                             26.7                             33.3                             80.0                             

わからない(n=64) 53.1                             43.8                             25.0                             23.4                             57.8                             

子育て分野 学校教育分野 防災防犯分野 介護・福祉分野 交通分野

全体(n=442) 47.1                             50.0                             58.1                             57.0                             56.8                             

住み続けると思う(n=317) 47.3                             49.8                             64.0                             63.1                             57.7                             

住み続けたいが転居すると思う(n=31) 58.1                             54.8                             51.6                             48.4                             61.3                             

転居すると思う(n=32) 46.7                             56.7                             56.7                             46.7                             50.0                             

わからない(n=64) 40.6                             45.3                             32.8                             35.9                             53.1                             

地域コミュニティ分野 文化・芸術・スポーツ分野 物流・運送分野 買い物支援分野 環境・エネルギー分野

全体(n=442) 20.6                             28.5                             26.7                             42.3                             36.0                             

住み続けると思う(n=317) 24.0                             29.3                             24.0                             40.7                             38.8                             

住み続けたいが転居すると思う(n=31) 3.2                              29.0                             32.3                             51.6                             16.1                             

転居すると思う(n=32) 26.7                             33.3                             36.7                             43.3                             40.0                             

わからない(n=64) 9.4                              21.9                             32.8                             45.3                             29.7                             
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⑥デジタル化への支援 

デジタル化が進展するために必要な支援としては、「誰でも使いやすいサービスの導入」が全体で

は 80.6%の回答を集めている。10 代～40 代での回答がやや多い結果となっている。また、「情報セ

キュリティに配慮したサービスの導入」は全体で 55.1%、20代（65.7%）と 40代（65.2%）の回答

がやや目立っている。「機器の操作や利用方法などで困ったときに相談できるような仕組み」は全体

で 51.9%であるが、高齢者層だけではなく 20代が 62.5%も回答しているように、多くの世代で必要

とされていることが示された。 

その反面、「スマホやパソコンの利用講習会」は 24.9%と他の選択肢と比べてあまり期待されてい

ない結果となった。 

 

図表 デジタル化進展に必要な支援（全体・年齢別） 
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⑦デジタル化への期待 

デジタル社会への期待としては、「特に期待しない」が 5.1%に止まっており、若干 50 代と 60 代

の期待が弱くなっているものの、多くの方は何らかの期待をしていると評価できる。 

特に「役所の手続きがいつでもどこから簡単にできる」は 70.9%と期待が高く、なかでも 30 代

（87.5%）と 40代（79.5%）での期待が大きいことが分かる。 

「防災や防犯対策の高度化による安全・安心な暮らし」も 55.9%が回答しており、50代（59.8%）

と 60代（60.2%）の期待が比較的高くなっている。 

また、この設問においては,「新たな企業や産業が地域に生み出され、地域の経済活動が活性化す

る」が 46.1%と期待されている。なかでも、20代が 51.4%と最も高い期待を示している。 

 

図表 デジタル社会への期待（全体・年齢別） 
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⑧デジタル化への不安 

デジタル化の進展に対して「特に不安や心配はない」とする回答が 3.6%に止まっており、多くの

方が何らかの不安を抱いている。特に 20代の回答が 10.4%と目立っており、若い層でもデジタル化

に対して何らかの不安があることが示されている。 

具体的な不安としては、「個人情報の漏洩・悪用」は 85.7%、「詐欺などの犯罪に巻き込まれる危険」

は 64.9%が心配に感じており、多少のばらつきはあるがどの年齢層でも不安を感じている。「スマホ

やパソコンなどが使えないと不利益を被るかもしれないこと」は全体で 42.3%が感じているが、50

代（45.9%）・50 代（47.5%）以上に 30 代の 50%が不安を感じているように、高齢層に限らず情報

機器を使えないことの格差への不安があることが示されている。これらの不安の解消がデジタル施

策の導入には必要である。 

 

図表 デジタル社会への不安（全体・年齢別） 
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⑨回答者属性 

 

性別                              年齢 

 

 

 

職業                              通勤・通学先 
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居住地域                           転居意向 
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⑩調査票 
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